
別表第９（第６条関係） 清掃施設 

 

１ 宅地造成において設置すべきごみ集積場の基準は、次のとおりとする。 

(１) 設置数 

 ４区画以上にあっては１箇所以上、１から３までの区画にあっては、別に定める基準によ

ること。 

(２) 位置 

ア 宅地造成地内の道路に面した部分に設置すること。 

イ アの道路は、幅員６ｍ以上で、かつ、当該道路とごみ集積場を設置する部分との間

に段差がないこと。 

ウ 各区画からごみ集積場までの距離が５０ｍ以内にあり、収集車が駐停車可能で、か

つ円滑にごみ収集作業を行うことができる位置に配置すること。 

エ ごみ集積場の間口の両端から外側２ｍの範囲内に、電柱その他障害物のない位置に

配置すること。 

オ 交差点から５ｍ以上離れた位置に配置すること。ただし、市長がやむを得ないと認

める場合は、この限りでない。 

カ 道路の勾配が１２％以上である場合は、車の出入り口等の勾配のない場所に設置す

ること。 

(３) 設備構造 

ア ごみ集積場の規模は、区画数の区分に応じ次の表に定める基準によること。 

 区画数     間口（ｍ） 奥行（ｍ）  床面積（㎡）  

４～１０ １.５ １ １.５ 

１１～２０ ２ １.５ ３ 

２１～３０ ３ １.５ ４.５ 

３１～４０ ３ ２ ６ 

※備考：区画数が４１以上の場合は、１０区画を増すごとに間口を１ｍ加算する。 

イ 床は、コンクリート造りとし、かつ、排水桝をごみ集積場の奥に設けること。 

ウ 周囲は、高さが４０㎝以上のブロック又はコンクリートの壁で囲うこと。 

エ 屋根及び扉は、設置しないこと。ただし、これらを設置する必要があると市長が認

める場合は、別に定める基準によること。 

オ 給水栓を設ける場合は、ごみ集積場の外側に設けること。 

カ ごみ集積場に面した道路構造物は、次に定める基準を備えること。 

(ア) Ｌ型側溝は、縁石の高さを５㎝以下にすること。 

(イ) Ｕ型側溝は、ごみ集積場の床と側溝の天端との間に段差がなく、かつ、ごみ集

積場の間口の前面及び当該間口の端から外側各１ｍの区間に蓋（相当の荷重に耐え得

るものに限る。）を設置すること。 



(ウ) 歩道は、ごみ集積場の床との間に段差がないこと。 

キ 道路に３％以上の勾配がある場合は、道路と接する間口部分の中心から床面をすり

つけること。ただし、すりつけ勾配は、１０％以内とすること。この場合において、床

面の平面部分は、床面積の８０％以上とすること。 

ク ごみ集積場を１０箇所以上設置するときは、アラビア数字で通し番号を明記するこ

と。 

２ ４０戸以下の集合建築物において設置すべきごみ集積場の基準は、次のとおりとする。 

(１) 設置数 

 １棟につき１箇所設置すること。ただし、市長がやむを得ないと認める場合は、この限り

でない。 

(２) 位置 

ア 敷地内の道路に面した部分に設置すること。 

イ アの道路は、幅員６ｍ以上で、かつ、当該道路とごみ集積場を設置する部分との間

に段差がないこと。 

ウ 屋外に直接通じる主要な出入口からごみ集積場までの距離が５０ｍ以内にあり、収

集車が駐停車可能で、かつ、円滑にごみ収集作業を行うことができる位置に配置するこ

と。 

エ ごみ集積場の間口の両端から外側２ｍの範囲内に、電柱その他障害物のない位置に

配置すること。 

オ 交差点から５ｍ以上離れた位置に配置すること。ただし、市長がやむを得ないと認

める場合はこの限りでない。 

カ 道路の勾配が１２％以上である場合は、車の出入口等の勾配のない場所に設置する

こと。 

(３) 設備構造 

ア ごみ集積場の規模は、建築物１棟の換算戸数の区分に応じ次の表に定める基準によ

ること。ただし、敷地の形状、付近の状況等の事情により、この基準によることが著し

く困難な場合で、ごみの収集に支障がないと市長が認めるときは、別に定める基準によ

ることができる。 

換算戸数 間口（ｍ） 奥行（ｍ） 床面積（㎡） 

４～１０ １.５ １ １.５ 

１１～２０ ２ １.５ ３ 

２１～３０ ３ １.５ ４.５ 

３１～４０ ３ ２ ６ 

  

イ 前項第３号イからクまでに定める基準によること。 



３ ４１戸以上の集合建築物においては、反転式コンテナ収集又は回転ドラム式貯留排出の装

置を設置することとし、設置すべきごみ集積場の基準は、次のとおりとする。 

 

(１) 設置数 

１棟につき１箇所設置すること。 

(２) 位置 

ア ごみ収集車が当該建築物の敷地内で円滑に作業を行うことができる位置及び方向に

配置すること。ただし、敷地勾配が３％を超える場合は、別に定める基準によること。 

イ ごみ集積場の間口の両端から外側２ｍの範囲内に、電柱その他障害物のない位置に

配置すること。 

ウ ごみ収集車の出入口に勾配がある場合は、容易に走行できるようにすること。 

エ ごみ収集車が建築物の軒下を走行する場合は、天井までの高さを３.３ｍ以上確保す

ること。 

オ 屋外に直接通じる主要な出入口からごみ集積場までの距離が５０ｍ以内にあり、ご

み収集車が駐停車可能で、かつ、円滑に収集作業を行うことができる位置に配置するこ

と。 

(３) 設備構造 

ア 反転式コンテナ収集 

(ア) ごみ集積場の規模は、建築物１棟の換算戸数の区分に応じ次の表に定める基準に

よること。ただし、敷地の形状、付近の状況等の事情により、この基準によることが

著しく困難な場合で、ごみの収集に支障がないと市長が認めるときは、別に定める基

準によることができる。 

換算戸数 間口（ｍ） 奥行（ｍ） 床面積（㎡） コンテナ数 

４１～５０ ５ ２ １０ ５ 

５１～６０ ６ ２ １２ ６ 

６１～７０ ６.５ ２ １３ ７ 

７１～８０ ７ ２ １４ ８ 

※備考：この表に定めのない換算戸数の場合は、別に定める基準によること。 

(イ) コンテナの数は、換算戸数１０戸につき１個を基準とすること。 

(ウ) コンテナ容器は、市が指定するものを用いること。 

(エ) 床は、コンクリート造りとし、かつ、排水桝をごみ集積場の奥に設けること。 

(オ) 間口部分は、敷地内に面し、段差を付けずに開放し、周囲を高さ１.２ｍ以上の

コンクリートの壁で囲うこと。 

(カ) 給水栓を設ける場合は、ごみ集積場の外側に設けること。 



(キ) コンテナ容器がごみ集積場から出ないようにチェーン等で防止策を講じるこ

と。この場合において、間口が５ｍ以上であるときは、中心に上下式バリカー等を設

けること。 

イ 回転ドラム式貯留排出装置 

(ア) 回転ドラム式貯留排出装置は、建物の規模、住宅の戸数及び収集頻度等を考慮

し、排出量に応じた適切な容量を確保すること。 

(イ) 回転ドラム式貯留排出装置の規模を考慮し、適切な面積を確保し、周囲に囲い

を設けるとともに屋根等を設置し、外部からの侵入による事故及びごみの飛散、流出

等が防止できる構造とすること。 

(ウ) 塵芥収集車と側壁との間隔は、左右ともに有効幅０.７ｍ以上を確保すること。 

(エ) 収集車の誘導及び停止のラインを引くこと。 

(オ) ごみ集積場（可燃ごみに係るものを除く。）の規模は、建築物１棟の換算戸数

の区分に応じ次の表に定める基準によること。ただし、敷地の形状、付近の状況等の

事情により、この基準によることが著しく困難な場合で、ごみの収集に支障がないと

市長が認めるときは、別に定める基準によることができる。 

換算戸数 間口（ｍ） 奥行（ｍ） 床面積（㎡） コンテナ数 

４１～７０ ２.５ ２ ５ １ 

７１～１４０ ３ ２ ６ ２ 

１４１～２１０ ３.５ ２ ７ ３ 

２１１～３００ ４.５ ２ ９ ４ 

※備考 この表に定めのない換算戸数の場合は、別に定める基準によること。 

(カ) コンテナの数は、換算戸数７０戸につき１個を基準とすること。 

(キ) ア(ウ)から(キ)までに掲げる設備構造とすること。 

４ 住居の用及びその他の用途に供する集合建築物にあっては、住居の用に供する部分のごみ

集積場とその他の用途に供する部分のごみ集積場を区分すること。 

５ 付近見取図並びにごみ集積場の設備に係る位置図、立面図、断面図及び構造詳細図を添付

すること。 

  


